予算要求資料
平成２７年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工鉱業振興費
	事業名　技術シーズ活用促進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　商工労働部部産業技術課産学連携係　電話番号：058-272-1111（内3051）

　　　　　　　E-mail：c11352@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　8,664千円（前年度予算額：9,120千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	9,120
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	9,120

	要求額
	8,664
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	8,664

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
文部科学省の地域イノベーション戦略事業（東海広域ナノテクものづくりクラスター,都市エリア東濃西部，ぎふ技術革新プログラム）により、高度な部材加工技術・環境負荷低減技術が大学等の研究機関に蓄積されている。これらの「技術シーズ」と県内中小企業の「ものづくり技術」を融合させ、航空機・次世代自動車・環境といった成長産業への応用展開を図る「技術シーズ活用研究会」を運営し、県内中小企業の技術力向上・成長産業分野への参入を支援することにより、地域産業の持続的発展を目指す。


（１）技術シーズ活用研究会の運営

　＜構成機関＞

　　県内企業66社、研究機関（岐阜大学、名古屋工業大学、大同大学、岐阜県工業技術研究所、岐阜県産業技術センター、岐阜県セラミックス研究所等）、（公財）岐阜県研究開発財団、（公財）科学技術交流財団、（公財）名古屋産業振興公社
　＜研究会の開催＞

　　年4回（岐阜市、多治見市、各務原市、関市で開催予定）

· 技術シーズの活用、応用展開について検討

（２）試作・開発支援

研究会参加企業が行う試作・開発に対し、その費用の一部を助成
上限額（税込）：1000千円／件

採択件数：平成27年度中に3件
（３）販路開拓支援

試作・開発品を航空機・自動車・環境関連産業が集積する展示会へ出展助成

　　採択件数：4件、出展計画：TECH Biz EXPO及びメッセナゴヤ
中小企業等の評価を収集・分析し、製品開発・事業化計画へ活用
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	8,664
	研究開発財団への補助金

	合計
	8,664
	


	　決定額の考え方　




事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	技術シーズ活用研究会の運営により、大学等研究機関に蓄積された「技術シーズ」と県内中小企業が有する「ものづくり技術」の融合と応用展開を促進し、成長分野における新たな試作・開発、展示会等での情報発信を通じて県内中小企業の技術力向上ならびに地域産業の活性化を図ります。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	研究会の開催

	3回
(H25)
	4回

（H26）
	4回
（H27）
	6回
（H25-26）
	11回

（H27）
	54.5％


	試作開発支援
	2件
（H25）
	3件
（H26）
	3件
（H27）
	5件
（H25-26）
	8件

（H27）
	62.5％


	販路開拓支援
	4件
（H25）
	4件
（H26）
	4件
（H26）
	8件
（H25-26）
	12件

（H27）
	66.7％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）
	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

（１）技術シーズ活用研究会の開催

　・平成26年6月26日（90名）、10月2日、11月、1月※予定

（２）試作・開発支援

　・平成26年2月20日～3月25日、平成26年5月19日～6月6日　公募

　・平成26年4月30日、平成26年6月20日　試作・開発助成金交付審査会

　・平成26年5月20日、平成26年6月27日　交付決定（3件）

（３）販路開拓支援

　・平成26年2月20日～3月20日　公募

　・平成26年4月29日　採択決定

　・平成26年4月30日　交付決定（4件）


（前年度の成果）

	研究会活動並びに県試験研究機関との連携により、新たな試作・開発3件の提案・採択に発展した。また、販路開拓支援は4件を採択し、事業化に向けたPRと中小企業等の調査・分析に役立てる。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	大学等研究機関で蓄積されている技術シーズと県内中小企業のものづくり技術の融合を促進し、県内中小企業の技術力・競争力の向上と航空機・次世代自動車、環境関連産業への展開を図るため、必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○
	研究会の実施により、販路開拓支援及び試作開発支援へ提案された件数は目標に達している。また、実生産レベルの試作開発が行われる等、成果が現れつつある。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	事業の運営については、地域毎にその特徴（地場産業ニーズ）に対応した研究会を主催による効果的なマッチングの実現や、マッチングを基にした助成等支援を行うことで、効果的な事業運営に努めている。


（今後の課題）

	中小企業によるシーズの事業化を達成するためには、次のステップとして事業化資金（経済産業省サポイン事業等）や各種支援施策の活用が必要となる。そのため、産学に加えて支援機関も含めた連携が不可欠となる。


（次年度の方向性）
	関係する大学等の研究者及び支援機関等のコーディネーターと連携し、研究会参加企業と大学等シーズのマッチング活動を通じて、試作開発や販路開拓を引き続き支援する。また、必要に応じて国等の中小企業支援策への提案・推進をサポートする。


